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【手続補正書】
【提出日】平成24年8月31日(2012.8.31)
【手続補正１】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００７４
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００７４】
（ｅ）放射線硬化性官能基含有量
　本発明の共重合体は、一般式（１）で表される構造単位中に放射線硬化性官能基である
（メタ）アクリロイルオキシ基を含有するものであり、その他にも各種放射線硬化性官能
基を含有することもできる。それら放射線硬化性官能基の詳細は、先に説明した通りであ
る。本発明の共重合体中の放射線硬化性官能基の含有量は、１．０ｍｍｏｌ／ｋｇ～４０
００ｍｍｏｌ／ｋｇであることが好ましく、１．０ｍｍｏｌ／ｋｇ～３０００ｍｍｏｌ／
ｋｇであることがより好ましく、１．０ｍｍｏｌ／ｋｇ～２０００ｍｍｏｌ／ｋｇである
ことがさらに好ましい。放射線硬化性官能基の含有量が１．０ｍｍｏｌ／ｋｇ以上であれ
ば、放射線硬化により高い強度を有する塗膜を形成できるので好ましい。また、放射線硬
化性官能基の含有量が４０００ｍｍｏｌ／ｋｇ以下であれば、放射線硬化後にカレンダー
処理をする場合でもカレンダー成形性が良好であり、本発明の共重合体を磁気記録媒体用
結合剤として使用することにより電磁変換特性が良好な磁気記録媒体が得られるので好ま
しい。
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
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【補正対象項目名】０１６１
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０１６１】
【表１】

【手続補正３】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０１７８
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０１７８】
（実施例１７）
　下記（１）および（２）の点以外は実施例１６と同様の方法で磁気テープを作製した。
（１）非磁性層塗布液の調製時、実施例（１）の塩化ビニル共重合体に代えて日本ゼオン
社製ＭＲ１０４を使用し、放射線硬化性ポリウレタン樹脂に代えて参考合成例１で得たポ
リウレタン樹脂を用い、更にポリイソシアネート化合物（日本ポリウレタン工業社製コロ
ネート３０４１）：５部を加えた。
（２）磁性層の塗布前に、非磁性層には電子線照射は行わず、金属ロールから構成される
７段のカレンダーで温度１００℃にて分速８０ｍ／ｍｉｎでカレンダー処理を行った。
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